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研究ノート
民法の流れ図
 中　山　秀　登
はじめに
Ａ　編と編との関係
Ｂ　章と章との関係
Ｃ　節と節との関係
Ｄ　款と款との関係
Ｅ　条文と条文との関係
Ｆ　条文（本号，「無効および取消し」119条から，「消滅時効」174条の
2まで）
むすび
はじめに
民法の授業のときには，小さい六法全書をもってくるように，と何度
も言った。ある授業のさい，学生らに，六法全書をもってきたかを聞いて
みたら，100人ぐらいのうち，約半数だった。私は，意外に多いな，とい
う感想だった。小さいとはいえ，六法全書は，わりあい重いこともあり，
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もってくるように，という私も，やや気が引け気味である。というのは，
六法全書を読む，などということは，民法を教えている私でさえ，いまだ
におっくうだからだ。
そうはいってもやはり，民法の授業は，民法という法典なしでは，やっ
ていけない。事ほどさように，民法という法典を読む気がしない，という
のは，なぜだろう。私なりに，理由を考えてみた。
一つには，文語体であった。しかし，法律改正により，第一編ないし第
三編は，口語体に変えられたので，一つめの理由は，解消した。
二つには，個々の条文について，条文が短ければ，まだなんとか読める
だろう。しかし，条文が長いと，もうだめ，である。ただでさえ，堅苦し
い条文が，長いときたら，もう，読むのが耐えられなくなるのである。法
律は，むずかしい，として，六法全書は，放り出される運命にある。以上
について，私は，前掲の目次にあるＦで，解決するつもりである。
三つには，まあ，なんとか，個々の条文は読めた，としよう。しかし，
あの条文と，この条文と，その条文は，どこで，どう，つながっているの
か？という疑問が，湧き出てくる。ここで，読む人は，民法典に，ついて
いけなくなって，法律嫌いになる。つまり，条文と条文などの関係が分か
らないのである。以上を，私は，前掲の目次にあるＡないしＥで，解決す
るつもりである。
以上，民法典そのものを読むことの困難の解決の方法として，私が選ん
だのは，流れ図である。流れ図については，つぎの書物を参照した。すな
わち，寺田文行ほか編・高校数学解法辞典，1205頁以下「コンピュータ」
である。
流れ図を作成するにあたって，民法そのものの構成にしたがって，前掲
の目次のように，ランクづけをした。Ａは，もっとも大局的に見たばあい
の流れ図であり，最後のＦは，もっとも細部のばあい，すなわち個々の条
文の流れ図である。
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つぎに，記号の意味を述べよう。前掲書1206頁によれば，
　　　　　　　　は，「はじめ」と「おわり」を示す。
　　　　　　　　は，「計算式など処理の内容をかく。」
　　　　　　　　は，「判断の条件をかきこみ，それによって分岐する。」
ということである。
本稿では，
　　　　　　　　　のばあいに，YはYesすなわち，「はい」を表し，
　　　　　　　　　NはNoすなわち，「いいえ」を表す。
数字だけ書いてあるばあいは，条文を表し，項は①②などと表す。
注は，⑴⑵・・・などとして表す。
個々の表題のなかで，A，B，C，D，E，Fと書いてあるときは，前掲の
目次の意味を表す。
注のなかで，図をもちいて説明する。以下のように，図の意味を決める。
権利・義務の主体は，人であり，人の頭，ヘルメットは，丸いので，丸で
表す。すなわち
権利・義務の主体＝
人＝
権利・義務の主体である，人を丸で表すのにたいし，権利・義務の客体は，
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何かあることであり，四角形で表す。すなわち，
権利・義務の客体＝
人が，何かある権利を持っている，あるいは義務を負っているというばあ
い，人と権利・義務の客体は，線で結ばれている，と考える。そこで，つ
ぎのように表す。
　　は，権利があることを表す。たとえば，債権。
　　は，所有権があることを表す。所有権は，たとえて言えば，
太い綱である。
　　制限物権の設定は，所有権の太い綱から，一本の糸を取り出
すことを表す。左図で，点線は，所有権から制限物権が取り
出されている状態を表す。
　　は，占有権があることを表す。
　　は，義務があることを表す。たとえば，債務。
　　は，「売る」，「買う」などの意思表示などを表す。
登記
　　は，不動産の物権の変動の対抗要件を表す。
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引渡
　　は，動産の物権の譲渡の対抗要件を表す。
参考までに，対抗要件を で表したのは，つぎのイメージによる。
中世ヨーロッパの騎士が，片手にもっていた盾のイメージである。相
手からの，攻撃を防ぐ盾の形は，おおよそ逆三角形であった。そこで，逆
三角形の形で，対抗要件を表す。もう一つ，他の例を挙げる。パソコン
のゲームにあるピンボールのなかで，上から落ちてくる球を跳ね返す，ク
リッパーという逆三角形の道具がある。相手方の意思表示が球の動き，と
すれば，球を跳ね返すのが，クリッパー，である。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第119条　Ｆ
無効な行為の追認
　無効な行為は，追認によっても，その効力
を生じない。ただし，当事者が，その行為の
無効であることを知って追認をしたときは，
新たな行為をしたものとみなす。 ⑴
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⑴　たとえば，Ａが，泥酔して，つまり意思無能力の状態で，Ａの所有物
をＢへ贈与する意思表示をしたとする。相手方Ｂが，受贈の意思表示を
した。しかし，以上の贈与契約は，学説・判例上，無効とされる。し
たがって，Ａが，以上の贈与契約を追認しても，無効のままである。し
かし，ＡＢが，以上の契約の無効であることを知って追認をしたときは，
新たな行為をしたものとみなされる。結果として，ＡＢ間の贈与契約は，
有効となる。
Ｂ Ｂ
「はい」
泥酔中
すなわち意思無能力
「ただで
あげる」
相手方
Ａ Ａ
Ｂ
Ａ
ＡＢが
追認
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第120条　Ｆ
取消権者
Ｙ
Ｎ
行為能力の制限
によって取り消すことができる
行為か
① ②
　制限行為能力者または，
その代理人，承継人もしくは
同意をすることができる者に
かぎり，取り消すことができ
る。
　詐欺または強迫によって
取り消すことができる行為は，
瑕疵ある意思表示をした者，
または，その代理人もしくは
承継人にかぎり，取り消すこ
とができる。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第121条　Ｆ
取消しの効果
本文
⑴
⑵
ただし書Ｎ
Ｙ
　取り消された行為は，はじめから無効で
あったものとみなす。
制限行為能力者か
　制限行為能力者は，その行為によって現に利益を
受けている限度において，返還の義務を負う。
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⑴　未成年者Ａが，Ａの法定代理人Ｂの同意なしに，Ｃから，携帯電話を
買う契約をしたばあい。
Ｃ Ｃ
「売る」
取消
未成年者
Ｂの同意なし
ＡＣの売買契約は，はじめから無効であったと，
みなされる。結果として，携帯電話の所有権は
Ｃに戻る。
民法 5条 2項により
Ａに取消権が発生
法定代理人
「買う」
携帯電話
ＡＢ Ａ
Ｃ
Ａ
Ａが取消し
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⑵　未成年者Ａが，Ａの法定代理人Ｂの同意なしに，Ａに所有権があるマ
ンションを，Ｃに，300万円で売る契約をしたばあい。Ａには，取消権
が発生する。Ａは，Ｃから受領した300万円を，遊興費に消費した。そ
の後，Ａは，ＡＣ間の売買契約を取消した。民法121条 1 項により，以
上のＡＣ間の売買契約は，はじめから無効であったと，みなされる。し
たがって，マンションの所有権は，未成年者Ａへ戻る。しかし，民法
121条 2 項により，Ａは，Ｃから受領した，300万円を，Ｃへ返さなくて
もよい。ただし，以上の結果に，批判的な学説がある。たとえば，幾代
通「［座談会］民法の盲点」法学教室・第 2号11頁，1973年。
Ｃ Ｂ
「買う」
取消
マンション
300 万円
未成年者 民法 5条 2項により
Ａに取消権が発生
法定代理人
「売る」
Ｂ Ａ Ａ
Ｃ
Ａ
マンション
マンション
Ａは，300 万円を
遊興費に消費した
後，ＡＣ間の
売買契約を
取消し。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第122条　Ｆ
取り消すことができる行為の追認
　取り消すことができる行為は，第 120 条に
規定する者が追認したときは，以後，取り消
すことができない。ただし，追認によって第
三者の権利を害することはできない。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第123条　Ｆ
取消し，および追認の方法
　取り消すことができる行為の相手方が確定
している場合には，その取消し，または追認
は，相手方にたいする意思表示によってする。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第124条　Ｆ
追認の要件
前二項の規定は，適用しない
①
② 
③ 法定代理人または
制限行為能力者の保佐人もしくは補助人が
追認をする場合か
Ｎ
　追認は，取消しの原因となっていた状
況が消滅した後にしなければ，その効力
を生じない。
　成年被後見人は，行為能力者となっ
た後に，その行為を了知したときは，
その了知をした後でなければ，追認を
することができない。
Ｙ
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第125条　Ｆ
法定追認
　前条の規定により追認をすることができる
時以後に，取り消すことができる行為につい
て，つぎに掲げる事実があったときは，追認
をしたものとみなす。ただし，異議をとどめ
たときは，この限りでない。
一　全部または一部の履行
二　履行の請求
三　更改
四　担保の供与
五　取り消すことができる行為によって取得
　　した権利の全部または一部の譲渡
六　強制執行
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 4節　無効および取消し
第126条　Ｆ
取消権の期間の制限
　取消権は，追認をすることができる時か
ら 5年間行使しないときは，時効によって
消滅する。行為の時から 20 年を経過したと
きも，同様とする。
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第127条　Ｆ
条件が成就した場合の効果
当事者の意思に従う
①
⑴
⑵
② 
③ 
当事者が
条件が成就した場合の効果を，
その成就した時以前に，さかのぼらせる
意思を表示したか
Ｎ
　停止条件つき法律行為は，停止条件が
成就した時から，その効力を生ずる。
　解除条件つき法律行為は，解除条件が
成就した時から，その効力を失う。
Ｙ
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⑴　以下，条件にかんする，いくつかの図解の例は，高梨公之監修・口
語民法の解説を参考にした。Ａが，Ｂにたいし，Ａの土地を500万円で
売ったら，50万円の報酬を支払う，という停止条件つきで，委任契約を
したばあい。
⑵　Ａが，Ｂにたいし，Ｂが自分の家屋を所有したときは，立ち退くとい
う解除条件つきで賃貸借契約を締結したばあい。
Ａ Ａ
債務
債権
50 万円支払
委任契約
Ｂ Ｂ
Ｂが 500 万円で
売った。すなわち
停止条件が成就
 「Ａの土地を 500 万円
で売ったら，50 万円
の報酬を支払う。」
「はい」
Ａ Ａ
債務
債権
使用・収益
賃貸借契約
Ｂ Ｂ
Ａ
Ｂ
Ｂが自分の
家屋を所有
した
すなわち
解除条件が
成就
ＡＢ間の
賃貸借契約は
効力を失う
「Ｂが自分の家屋を
所有したら，立ち退く
という解除条件で
Ａの家屋を賃貸する」
「賃借する」
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第128条　Ｆ
　条件つき法律行為の各当事者は，条件の成
否が未定である間は，条件が成就した場合に，
その法律行為から生ずべき相手方の利益を害
することができない。
　条件の成否未定の間における相手方の利益  
　の侵害の禁止
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第129条　Ｆ
条件の成否未定の間における権利の処分等
⑴
　条件の成否が未定である間における当事者
の権利義務は，一般の規定に従い，処分し，
相続し，もしくは保存し，または，そのため
に担保を供することができる。
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⑴　Ａが，Ｂにたいし，Ａの土地を500万円で売ったら，50万円の報酬を
支払う，という停止条件つきで，委任契約をしたという，127条の例を，
少し変えて。Ｂは，Ａからの報酬として，家屋を与えられる委任契約を，
ＡとＢが締結したばあい。
Ａ Ａ
委任契約
「債権を
譲渡する」
「はい」
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
債務
債権
Ｂ Ｂ Ｃ
Ａ
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
Ｃ
「Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与える」
［処分］
「はい」
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Ａ Ａ
委任契約
ＢをＣが相続
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
債務
債権
Ｂ Ｂ
Ａ
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
Ｃ
「Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与える」
［相続］
「はい」
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Ａ Ａ
委任契約
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
Ｂが条件を実現したばあいの
Ａにたいする債権を確実にする
ために仮登記をする。
債務
債権
仮登記
Ｂ Ｂ
「Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与える」
［保存］
「はい」
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Ａ Ａ
Ｂが第三者Ｃに
たいして負っている
債務の担保にする。
債務 債権
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
債務
債権
給付
Ｂ Ｂ
Ａ
Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与えること
ＢのＡにたいする
債権を担保にする
Ｂ Ｃ
「Ａの土地を 500 万円で
売ったら，家屋を与える」
［担保］
「はい」
委任契約
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第130条　Ｆ
条件の成就の妨害
　条件が成就することによって不利益を受け
る当事者が，故意に，その条件の成就を妨げ
たときは，相手方は，その条件が成就したも
のとみなすことができる。 ⑴
128
流経法学　第10巻 第 1号
⑴　「条件が成就することによって不利益を受ける当事者」をＡ，相手方
をＢとする。前掲，高梨公之監修・口語民法を参照した。
Ａ
委任契約
売買契約
「Ａの土地を
500 万円で売る」
「Ａの土地を
500 万円で売る」
Ｂは，Ａにたいし，
50 万円の報酬支払債権
をもつ。
（買おうかなぁ）
Ｂ Ｂ Ｃ
Ａ
Ｃ
Ａ
50 万円の報酬支払
Ｂ
「Ａの土地を 500 万円で
売ったら，50 万円報酬を
支払う」
ＢとＣとの契約が
まとまりかけたところ，
・・・
ＡがＢとの委任契約を
解除して，ＡがＣと
売買契約を締結。
「はい」
「はい」
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第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第131条　Ｆ
既成条件
①
⑴
⑵
②
③ Ｎ
　条件が法律行為のときに，すでに成就していた場合に
おいて，その条件が停止条件であるときは，その法律行
為は無条件とし，その条件が解除条件であるときは，そ
の法律行為は無効とする。
⑶
⑷
　条件が成就しないことが，法律行為のときに，すでに
確定していた場合おいて，その条件が停止条件であると
きは，その法律行為は無効とし，その条件が解除条件で
あるときは，その法律行為は無条件とする。
Ｙ
前二項に規定する場合において，
当事者が，条件が成就したこと，または成就しなかった
ことを知らない間か
　第 128 条および第 129 条の
規定を準用する。
　第 128 条および第 129 条の
規定を準用しない。
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⑴　131条の以下の例は，127条のばあいと同様である。前掲，高梨公之監
修・口語民法を参照した。
⑵
Ａ Ａ
債務
債権
50 万円の報酬支払
委任契約 Ｂは，無条件に，Ａに
報酬支払を請求できる。
Ｂ Ｂ
ＢはＡの代理
人として，す
でに，Ａの土地
を 500 万円で
売っていた。
「Ａの土地を 500 万円
で売れば，50 万円の
報酬を支払う」
「はい」
Ａ Ａ
賃貸借契約 賃貸借契約は無効
Ｂ Ｂ
Ｂはすでに自
分の家屋を所
有していた。
「Ｂが自分の家屋を所有
したら，立ち退くとい
う条件で，賃貸する」
「賃借する」
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⑶
⑷
Ａ Ａ
委任契約 委任契約は無効
Ｂ Ｂ
すでに，Ｃが
Ａの代理人と
してＡの土地
を売っていた。
「Ａの土地を 500 万円で
売れば，50 万円の報酬
を支払う」
「はい」
Ａ Ａ
贈与契約 贈与契約は無条件
Ｂ Ｂ
すでに，Ｂは
入社が決まっ
ていた。
債務
債権
「入社試験に落ちたら
返還するという条件で
時計を贈与する」
「はい」
時計の引渡し
132
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第132条　Ｆ
不法条件
　不法な条件を付した法律行為は，無効とす
る。不法な行為をしないことを条件とするも
のも，同様とする。
民法の流れ図
133
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第133条　Ｆ
不能条件
　不能の停止条件を付した法律行為は，
無効とする。
①
② 　不能の解除条件を付した法律行為は，
無条件とする。
134
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第134条　Ｆ
随意条件
　停止条件つき法律行為は，その条件が，た
んに債務者の意思のみに係るときは，無効と
する。
民法の流れ図
135
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第135条　Ｆ
期限の到来の効果
Y
N
　法律行為に始期を付したときは，
その法律行為の履行は，期限が
到来するまで，これを請求するこ
とができない。
　法律行為に終期を付したときは，
その法律行為の効力は，期限が
到来した時に消滅する。
法律行為に始期を付したか
136
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第136条　Ｆ
期限の利益および，その放棄
　期限は，債務者の利益のために定めた
ものと推定する。
①
⑴
② 　期限の利益は，放棄することができる。
ただし，これによって相手方の利益を害
することはできない。
民法の流れ図
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⑴　前掲，高梨公之監修・口語民法の解説を参照した。たとえば，利息つ
き消費貸借契約のばあい。
Ｂ Ｂ
債務債務
債権債権
利息つきの
消費貸借契約
Ａ Ａ
ＢがＡか
ら金銭を
受け取る
期限が来るまで，金銭を
返還しないでよい点で
は，Ｂ（債務者）の利益。
期限が来るまで，利息を
をとることができる点で
は，Ａ（債権者）の利益。
金銭の
返還
利息の
支払い
「利息つきで
金銭を借りる」
「貸す」
138
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 5章　法律行為
第 5節　条件および期限
第137条　Ｆ
期限の利益の喪失
　つぎに掲げる場合には，債務者は，　
期限の利益を主張することができない。
一　債務者が破産手続開始の決定を受け
　　たとき。
二　債務者が担保を滅失させ，損傷させ，
または減少させたとき。
三　債務者が担保を供する義務を負う場
合において，これを供しないとき。
民法の流れ図
139
第 1編　総則
第 6章　期間の計算
第138条　Ｆ
期間の計算の通則
Y
N
　期間の計算方法は，
この章の規定に従う。
法令もしくは裁判上の命令に
特別の定めがある場合，または法律行為に
別段の定めがある場合か
　期間の計算方法は，法令
もしくは裁判上の命令の特
別の定め，または法律行為
の別段の定めに従う。
140
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 6章　期間の計算
第139条　Ｆ
時間による期間の起算
　時間によって期間を定めたときは，その
期間は，即時から起算する。
民法の流れ図
141
第 1編　総則
第 6章　期間の計算
第140条　Ｆ
日，週，月または年による期間の起算
期間の初日は，算入する。
本文
ただし書Ｎ
Ｙ
　日，週，月または年によって期間を定め
たときは，期間の初日は，算入しない。
その期間が午前零時から始まるか
142
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 6章　期間の計算
第141条　Ｆ
期間の満了の原則
　前条の場合には，期間は，その末日の終了
をもって満了する。
民法の流れ図
143
第 1編　総則
第 6章　期間の計算
第142条　Ｆ
期間の満了の例外
Ｎ
　期間の末日が日曜日，国民の祝日に関する法律に
規定する休日その他の休日に当たるとき。
Ｙ
その日に
取引をしない慣習がある場合か
期間は，その翌日に満了する。 期間は，その末日に満了する。
144
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 6章　期間の計算
第143条　Ｆ
暦による期間の計算
　週，月または年によって期間を定めたと
きは，その期間は，暦にしたがって計算する。
①
② 　週，月または年の初めから期間を起算
しないときは，その期間は，最後の週，
月または年において，その起算日に応当
する日の前日に満了する。ただし，月ま
たは年によって期間を定めた場合におい
て，最後の月に応当する日がないときは，
その月の末日に満了する。
民法の流れ図
145
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第144条　Ｆ
時効の効力
時効の効力は，その起算日に，さかのぼる。
146
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第145条　Ｆ
時効の援用
Ｎ
Ｙ
当事者が援用するか
　裁判所は，時効によって
裁判をすることができる。
　裁判所は，時効によって
裁判をすることができない。
民法の流れ図
147
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第146条　Ｆ
時効の利益の放棄
Ｎ
Ｙ
時効の完成前か
　時効の利益は，放棄
することができない。
　時効の利益は，放棄
することができる。
148
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第147条　Ｆ
時効の中断事由
　時効は，つぎに掲げる事由によって　
中断する。
一　請求
二　差押え，仮差押え，または仮処分
三　承認
民法の流れ図
149
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第148条　Ｆ
時効の中断の効力が及ぶ者の範囲
　前条の規定による時効の中断は，その中断
の事由が生じた当事者および，その承継人の
間においてのみ，その効力を有する。
150
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第149条　Ｆ
裁判上の請求
　裁判上の請求は，訴えの却下または取下げ
の場合には，時効の中断の効力を生じない。
民法の流れ図
151
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第150条　Ｆ
支払督促
　支払督促は，債権者が民事訴訟法第 392 条
に規定する期間内に，仮執行の宣言の申立て
をしないことにより，その効力を失うときは，
時効の中断の効力を生じない。
152
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第151条　Ｆ
和解および調停の申立て
　和解の申立て，または民事調停法もしくは
家事審判法による調停の申立ては，相手方が
出頭せず，または和解もしくは調停が調わな
いときは，1 箇月以内に訴えを提起しなけれ
ば，時効の中断の効力を生じない。
民法の流れ図
153
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第152条　Ｆ
破産手続参加等
　破産手続参加，再生手続参加または更生手
続参加は，債権者が，その届出を取下げ，ま
たは，その届出が却下されたときは，時効の
中断の効力を生じない。
154
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第153条　Ｆ
催告
　催告は，6 箇月以内に，裁判上の請求，支
払督促の申立て，和解の申立て，民事調停法
もしくは家事審判法による調停の申立て，破
産手続参加，再生手続参加，更生手続参加，
差押え，仮差押え，または仮処分をしなけれ
ば，時効の中断の効力を生じない。
民法の流れ図
155
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第154条　Ｆ
差押え，仮差押え，仮処分―その一
　差押え，仮差押え，仮処分は，権利者の請
求により，または法律の規定に従わないこと
により取り消されたときは，時効の中断の効
力を生じない。
156
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第155条　Ｆ
　差押え，仮差押え，および仮処分は，時効
の利益を受ける者にたいしてしないときは，
その者に通知をした後でなければ，時効の
中断の効力を生じない。
差押え，仮差押え，仮処分―その二
民法の流れ図
157
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第156条　Ｆ
承認
　時効の中断の効力を生ずべき承認をするに
は，相手方の権利についての処分につき，
行為能力または権限があることを要しない。
158
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第157条　Ｆ
中断後の時効の進行
　中断した時効は，その中断の事由が終
了した時から，新たに，その進行を始める。
①
② 　裁判上の請求によって中断した時効
は，裁判が確定した時から，新たに，そ
の進行を始める。
民法の流れ図
159
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第158条　Ｆ
未成年者または成年被後見人と時効の停止
①
②
　時効の期間の満了前 6 箇月以内の間に，未成年者または成年
被後見人に法定代理人がないときは，その未成年者もしくは成
年被後見人が行為能力者となった時，または法定代理人が就職
した時から，6 箇月を経過するまでの間は，その未成年者また
は成年被後見人にたいして，時効は，完成しない。
　未成年者または成年被後見人が，その財産を管理する父，
母または後見人にたいして権利を有するときは，その未成年
者もしくは成年被後見人が行為能力者となった時，または後
任の法定代理人が就職した時から 6 箇月を経過するまでの間
は，その権利について，時効は，完成しない。
160
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第159条　Ｆ
夫婦間の権利の時効の停止
　夫婦の一方が，他の一方にたいして有する
権利については，婚姻の解消の時から 6 箇月
を経過するまでの間は，時効は，完成しない。
民法の流れ図
161
第 1編　総則
第 7章　時効
第 1節　総則
第160条　Ｆ
相続財産にかんする時効の停止
　相続財産にかんしては，相続人が確定した
時，管理人が選任された時，または破産手続
開始の決定があった時から 6 箇月を経過する
までの間は，時効は，完成しない。
162
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　期間の計算
第 1節　総則
第161条　Ｆ
天災等による時効の停止
　時効の期間の満了の時に当たり，天災その
他，避けることのできない事変のため，時効
を中断することができないときは，その障害
が消滅した時から 2 週間を経過するまでの間
は，時効は，完成しない。
民法の流れ図
163
第 1編　総則
第 7章　期間の計算
第 2節　取得時効
第162条　Ｆ
所有権の取得時効
Ｙ
Ｙ
⑴
　所有の意思をもって，平穏に，かつ，公
然と他人の物を占有した者は
Ｎ
Ｎ
Ｎ
20 年間，経過したか
10 年間，経過したか
その占有の開始
の時に，善意であり，かつ，過失が
なかったか
その所有権を取得しない。その所有権を取得する。
Ｙ
164
流経法学　第10巻 第 1号
⑴　松久三四彦・民法Ⅰ―総則［第 3版補訂］212頁の記述を参照して，
以下，述べる。Ａが，土地を，長いあいだ，所有者のように，というこ
とは，非所有者として，耕作して，占有していた。その後，土地の所有
者と称するＢが，Ａにたいし，土地の明渡しの訴えを提起した。Ａが，
Ａの取得時効が完成しているとして，時効を援用したときは，どうなる
か。裁判所は，Ａ・Ｂいずれが，真の所有者であるかを問題とせずに，
Ａは取得時効により，所有権を取得した，として，Ｂを敗訴させる。図
にすると，以下のようである。
Ａ
占有権
義務
権利
所有権
Ｂ
明渡し
Ａ
Ｂ敗訴
Ｂ
Ａ
権利
義務
Ｂ
取得時効
民法の流れ図
165
第 1編　総則
第 7章　時効
第 2節　取得時効
第163条　Ｆ
所有権以外の財産権の取得時効
Ｙ
Ｙ
　所有権以外の財産権を，自己のためにす
る意思をもって，平穏に，かつ，公然と行
使する者は
Ｎ
Ｎ
Ｎ
20 年間，経過したか
10 年間，経過したか
その財産権行使の
開始の時に，善意であり，かつ過失が
なかったか
その財産権を取得しない。
その財産権を取得する。
Ｙ
166
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 2節　取得時効
第164条　Ｆ
占有の中止等による所有権の取得時効の中断
　第 162 条の規定による時効は，占有者が任
意に，その占有を中止し，または他人によっ
て，その占有を奪われたときは，中断する。
民法の流れ図
167
第 1編　総則
第 7章　時効
第 2節　取得時効
第165条　Ｆ
所有権以外の財産権の行使の
中止等による取得時効の中断
　第 163 条の規定による時効は，所有権以外
の財産権を行使する者が，任意に，その行使
を中止し，または他人によって，その行使を
妨げられたときは，中断する。
168
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第166条　Ｆ
消滅時効の進行等
　消滅時効は，権利を行使することがで
きる時から進行する。
①
② 　前項の規定は，始期つき権利または停止
条件つき権利の目的物を占有する第三者の
ために，その占有の開始の時から取得時効
が進行することを妨げない。ただし，権利
者は，その時効を中断するため，いつでも
占有者の承認を求めることができる。
民法の流れ図
169
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第167条　Ｆ
債権等の消滅時効
Ｙ
Ｙ
⑴
① ②
Ｎ
Ｎ
債権か
所有権か
10 年間行使しないとき
は，消滅する。
20 年間行使しないとき
は，消滅する。
消滅しない。
170
流経法学　第10巻 第 1号
⑴　松久三四彦・民法Ⅰ―総則［第 3版補訂］212頁の記述を参照して，
以下，述べる。Ａに，金銭を貸したＢが，10年以上たって，はじめて，
金銭の支払を求めて訴え提起した。Ａが消滅時効の主張をしたときは，
どうなるか。裁判所は，Ａが金銭の支払をしたかどうかを問題とせずに，
Ｂの債権は消滅時効によって消滅した，として，Ｂを敗訴させる。図に
すると，以下のようである。
Ａ
債務
債権
Ｂ
Ａ
Ｂ敗訴
Ｂ
Ａ
権利
義務
Ｂ
消滅時効金銭支払 金銭支払
民法の流れ図
171
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第168条　Ｆ
定期金債権の消滅時効
　定期金の債権は，第 1 回の弁済期から 20 年間行使
しないときは，消滅する。最後の弁済期から 10 年間
行使しないときも，同様とする。
　定期金の債権者は，時効の中断の証拠を得るため，
いつでも，その債務者にたいして，承認書の交付を
求めることができる。
172
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第169条　Ｆ
定期金給付債権の短期消滅時効
　年または，これより短い時期によって定め
た金銭その他の物の給付を目的とする債権
は，5年間行使しないときは，消滅する。
民法の流れ図
173
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第170条　Ｆ
3 年の短期消滅時効―その一
　つぎに掲げる債権は，3 年間行使しな
いときは，消滅する。ただし，第二号に
掲げる債権の時効は，同号の工事が終了
した時から起算する。
一　医師，助産師または薬剤師の診療，
　　助産または調剤にかんする債権
二　工事の設計，施行または監理を業と
する者の工事にかんする債権
174
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第171条　Ｆ
3 年の短期消滅時効―その二
　弁護士または弁護士法人は，事件が終了し
た時から，公証人は，その職務を執行した時
から，3 年を経過したときは，その職務にか
んして受け取った書類について，その責任を
免れる。
民法の流れ図
175
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第172条　Ｆ
2 年の短期消滅時効―その一
　弁護士，弁護士法人または公証人の職務にかんす
る債権は，その原因となった事件が終了した時から，
2年間行使しないときは，消滅する。
①
② 　前項の規定にかかわらず，同項の事件中の各事項
が終了した時から 5 年を経過したときは，同項の期
間内であっても，その事項にかんする債権は，消滅
する。
176
流経法学　第10巻 第 1号
第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第173条　Ｆ
2 年の短期消滅時効―その二
　つぎに掲げる債権は，2 年間行使しな
いときは，消滅する。
一　生産者，卸売商人または小売商人が
　　売却した産物または商品の代価に係
　　る債権
二　自己の技能を用い，注文を受けて，
物を製作し，または自己の仕事場で，
他人のために仕事をすることを業と
する者の仕事にかんする債権
三　学芸または技能の教育を行う者が，
生徒の教育，衣食または寄宿の代価
について有する債権
民法の流れ図
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第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第174条　Ｆ
1 年の短期消滅時効
　つぎに掲げる債権は，1 年間行使しな
いときは，消滅する。
一　月または，これより短い時期によっ
　　て定めた，使用人の給料に係る債権
二　自己の労力の提供または演芸を業と
する者の報酬または，その供給した
物の代価に係る債権
三　運送賃に係る債権
四　旅館，料理店，飲食店，貸席または
娯楽場の宿泊料，飲食料，席料，入
場料，消費物の代価または立替金に
係る債権
五　動産の損料に係る債権
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第 1編　総則
第 7章　時効
第 3節　消滅時効
第174条の 2　Ｆ
判決で確定した権利の消滅時効
　確定判決によって確定した権利については，10 年
より短い時効期間の定めがあるものであっても，そ
の時効期間は，10 年とする。裁判上の和解，調停そ
の他，確定判決と同一の効力を有するものによって
確定した権利についても，同様とする。
①
② 　前項の規定は，確定の時に，弁済期の到来してい
ない債権については，適用しない。
